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Ⅰ． 会社の現況に関する事項 

 

１． 事業の経過およびその成果 

 

 当期の経済環境は、新型コロナによる経済活動の制限が徐々に緩和された一方、

ウクライナ情勢などを受けて急速に進んだ円安や物価高が、個人消費や企業収益に

影響を与えました。デジタル化の進展によりメディアをめぐる環境も、大きく変化し 

続けています。 

こうした中、当社は、日本放送協会（NHK）から、国際放送の編成・送出、ニュース

編集、番組制作、受信環境整備、インターネット関連などの事業を当期も継続して 

受託しました。また、ＮＨＫグループ改革の一環で当期７月に移管された国際基幹  

回線業務を当社の事業として定着させました。独自事業では、海外への情報発信を

めざす官公庁や企業から、独自放送枠ｊｉｂｔｖで放送する番組制作に加えて、ネット 

向けの動画制作の受注にも力を入れました。 

４月に本社を移転したのを機に人財・情報システムへの投資を行い、７月には組織

改正も実施しました。 

今後も、事業環境の大きな変化に対応できる経営体制を築きながら、ＮＨＫグルー

プや株主企業との連携を通じたオールジャパンの国際発信強化に向けて取り組んで

いきます。 

 

当期業績は以下のとおりです。 

 

〔第 1５期の業績〕 

        （単位：千円） 

区  分 第 1４期決算額 第１５期決算額 増減額 増減率 

売 上 高 7,699,125 7,723,902 24,777 0.3% 

営業利益 127,899 16,263 △111,635 △87.3% 

当期純利益 106,035 △48,656 △154,692 - 

 

売上区分 第１５期売上高 構成比 

      ＮＨＫ取引 6,141,915   79.5％ 

      ＮＨＫ以外の取引 1,581,987    20.5％ 

合 計 7,723,902   100.0％ 

 

 



売上高はデジタル広告事業を新たに受託したことや、インターネット配信拡大に 

対応する業務を受託したことに加えて、外貨建てで取り引きする受信環境整備事業

などが円安で増収となり、前期に対し２,４７７万円増の７７億２,３９０万円でした。 

営業利益は、受託制作の定時番組と当社の独自番組の大型案件がいずれも減少

したこと、海外出張や番組制作のロケなどが再開したこと、本社移転の関連経費を 

計上したことなどで前期に対し１億１，１６３万円減の１，６２６万円で、増収・減益と  

なりました。 

売上高のうち NHK 取引は 79.5%、NHK 以外の取引は 20.5%でした。 

営業黒字を確保した一方、201８年から、当社が官民ファンド２社と出資し継続し

てきたミャンマーの番組制作会社・ＤＶＣ社の保有株式の評価損７，４９０万円を   

特別損失として計上した結果、最終損益は前期と比べ１億５,４６９万円の減となり、  

４，８６５万円の赤字となりました。 

 

受託事業 

〔英語ニュース編集〕  

 

 当社は、ＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮ（英語）のニュース制作で「映像編集業務」を受託

しています。 

当期は、長期化しているロシアのウクライナ侵攻をはじめ、英エリザベス女王の 

死去、韓国ソウルのイテウォン（梨泰院）で起きた群集事故、アメリカ中間選挙、トルコ

大地震など注目度の高い国際ニュースが相次ぎました。ウクライナ侵攻のニュースで

は、激しい戦闘や被害状況などが含まれた素材映像も多く、「ニュースの本質を損な

うことなく」「人権・倫理に十分に配慮した」編集方針を徹底し、ＮＨＫの国際ニュース

のクオリティーと品位を守りました。 

国内では７月に安倍元首相が銃撃されて死去し、その後、国葬が行われました。 

発生時の緊急ニュースの制作とともに、ＮＨＫが保有する膨大な過去の映像を活用し

て編集し、日本の放送局だけが作れるコンテンツを世界に届けました。 

 

〔国際放送の編成・送出〕 

 

 ＮＨＫ国際放送のテレビ・ラジオの編成・送出業務では、ＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮや

ＮＨＫワールド・プレミアム（日本語）などを２４時間３６５日、世界に発信しています。 

当期はサッカーワールドカップ カタール大会、ワールド・ベースボール・クラシック

が開催され、ワールド・プレミアムの視聴者である在外邦人からも高い関心を集めま

した。スポーツ競技映像の海外向け放送には厳しい権利制限規定があるため、内外



の通信社から入手した権利処理済の写真を放送時に動画に上乗せする「フタかぶせ」

を行なうなど、過去のオリンピックなどを通じて蓄積・発展させてきたノウハウを生か

し、スポーツの感動を極力維持することに努めました。 

 当社は、ＮＨＫワールド・プレミアムで放送する「おはよう日本」「ニュース７」等の  

ニュース番組のインターネット配信の業務も受託していて、当期は「正午ニュース」   

「ニュースウオッチ９」等が加わって４番組から１０番組に増えました。 

 

〔テレビ・ラジオ受信環境整備、基幹回線業務〕 

 

ＮＨＫワールド JAPAN の受信環境整備では、これまで参入が困難だった南アフリ

カで、７月に放送を開始しました。インターネット経由のＯＴＴ配信は、アメリカ、チリ、

ドイツ、オーストリア、台湾、フィリピン、モンゴル、香港、スリランカで新たに開始しまし

た。さらなる配信拡大のため、多言語ＡＩ字幕をＯＴＴ事業者へ効率的に提供できる 

グローバルＩＰ配信システムも構築しました。 

また、視聴を促進する取り組みについて海外では、７か国のＯＴＴ事業者でプロモ

ーションを実施し、チャンネル視聴数の増加につなげました。国内では、ＰＲ用キャラ

バンカーを９か月ぶりに稼働させ、沖縄や佐賀でＮＨＫの地域放送局と連携しながら、

在留・訪日外国人への認知拡大に努めました。 

  ＮＨＫワールド・プレミアムの受信環境整備では、２０２３年秋の欧州への配信拡大

に向けて、現地の配信事業者との協議を進めました。 

  ラジオの受信環境整備では、アメリカのナショナルパブリックラジオ（NPR）向け 

無償番組提供（番組名はＡｓｉａｎ View）で、前期末時点で３１局だった提携局を、 

当期末には３７局に拡大しました。アメリカ以外の地域に関しては、各国の中継事業

者と連携し、中波・FM 波と衛星ラジオを安定的に再送信しました。 

衛星などによる国際基幹回線業務が、７月、ＮＨＫグローバルメディアサービスから

当社へ移管され、これによりＮＨＫの国際放送の発信業務（送出、基幹衛星、地域  

衛星等）が当社に統合されました。２０２３年７月に運用が始まる次期発信回線につい

て、海外の衛星事業者や国内の通信事業者と連携しながら新回線への切り替えに 

向けた準備を進めました。 

 

〔ＶＯＤ運用・多言語展開〕 

 

ＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮのＶＯＤ運用業務では、2,000 本以上の英語ＶＯＤコンテ

ンツを公開・更新しました。このコンテンツの一部には英語字幕を付与し、その英語 

原稿もＷＥＢサイト上で見られるようにしました。 

 



多言語化業務では、４１０本の多言語ＶＯＤコンテンツを制作し公開しました。   

また、ＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮのＰＲ冊子の多言語化や、日本語学習コンテンツ

「Easy Japanese」のＷＥＢサイトの繁体字翻訳など、ＶＯＤ以外の業務にも取り組

みました。 

８月から新たに受託したＮＨＫのデジタル広告業務では、Ｆａｃｅｂｏｏｋでの広告を

継続的に実施しました。その他のＷＥＢサイトでは、ＭＬＢ開催に合わせた大谷翔平 

ドキュメンタリーの視聴促進キャンペーンや、大相撲開催時期にＮＨＫワールド ＪＡＰ

ＡＮアプリのダウンロード促進キャンペーンを行いました。 

 

〔デジタルメディア〕 

 

在留・訪日外国人向けの情報提供強化の一環として、６月からＮＨＫワールド 

JAPAN のウェブサイト上で、総合テレビの特設ニュースをＡＩ英語字幕付きでライブ

配信するサービスを開始しました。７月には英語コンテンツに付与する９言語（１０種類）

のライブ字幕の作成を国内のひとつのベンダーに集約しコスト削減を図りました。  

１０月はＴＶアプリのバージョンアップを行い、ニュースのＶＯＤコンテンツも大画面の 

テレビで視聴できるようにしました。１１月にはＮＨＫワールド JAPAＮの英語ライブペ

ージを見やすく使いやすいデザインにリニューアルしました。また、英語ニュースでも

ウェブサイトの大規模改修を終え、２０２３年度からは当社がＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮ

のウェブサイトのコンセプトデザイン全般に関わることになります。  

 

〔番組制作〕 

 

定時番組は、ＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮで放送する８番組を制作しました。過去２年

間の新型コロナの影響を脱して、計画した本数を順調に実施しました。   

特集番組は、定時番組「TOKYO EYE」の終了を受けて新たに東京をテーマとし

た開発番組「Dive in Tokyo」を制作し、高い評価を得て２０２３年度国際放送唯一

の新規定時番組として採用されました。また、ロシアによるウクライナ侵攻に関連した

複数の番組や、２０２３年度にＮＨＫエンタープライズ（NEP）から当社へ移管される 

番組のパイロット版を制作するなど、独自提案によるものも含めて例年以上に多種 

多様な特集番組を制作しました。 

 

 

 



○定時番組 

当期はＮＨＫ受託の８番組を制作しました。 （WT＝NHK ワールド JAPAN TV） 

番組名 本数 

(年間) 

番組名 本数 

(年間) 

Journeys in Japan 

（WT,BS1 28分） 
27 本 

DIRECT TALK 

（WT 15分） 
50 本 

JAPAN’S TOP INVENTIONS 

（WT 28分） 
12 本 

J-MELO 

（WT,BSP 28分） 
16 本 

BENTO EXPO 

（WT 15 分） 
20 本 

RISING 

（WT,BS1  28分） 
14 本 

Doki Doki! NHK WORLD-JAPAN 

（WT,総合 5分） 
33 本 

Sharing the Future 

（WT,BS1 28分） 
12 本 

※「RISING」は、後継番組「FRONTRUNNERS」のパイロット版 2 本を含む。 

※「Doki Doki! NHK WORLD-JAPAN」は,後継番組「Hello! NHK WORLD-JAPAN」

のパイロット版 1 本を含む。 

○特集番組 

▼「Dive in Tokyo」１.蔵前 ２.谷中 3.神田川 4.豊洲 5.大森 6.神田(各２８分) 

変わりゆく東京の街を探索し、歴史を含めその場所を掘り下げる情報バラエティー。 

▼「Doki Doki! NHK WORLD-JAPAN ウクライナ関連特番」その 2～5(各５分) 

ウクライナ侵攻をどう伝えているか、定時版と異なる演出で制作。 

▼「わが祖国はくじけない 在日ウクライナ女性の闘い」 (２８分、総合３８分) 

祖国を思うウクライナ人女性を取材したドキュメンタリー。 

▼「Doki Doki! NHK WORLD-JAPAN 経営広報版」 (５分×１０本) 

定時オリジナル版とは異なる、国際放送の経営広報としての内容。 

▼「ハイヒールを履いた僧侶」 (ＢＳ１ ４９分・日本語版) 

僧侶でメイクアップ アーティスト、LGBTQ 活動家・西村宏堂氏のドキュメンタリー。 

▼「團十郎：３００年の歌舞伎スター」 (４９分) 

１３代目襲名に合わせ、代々の「團十郎歌舞伎」の世界を初心者向けに紹介。 

▼「Centuries-Old Japanese Businesses」1.松坂屋 2.にんべん (各１５分) 

▼「JAPAN SPORTSCOPE」(１０分×４本) 

▼「NINJA TRUTH」(１５分×２本)         

ＮＥＰから移管された特集番組の当期残り分を制作。忍者の真実の姿について。 

▼「SAKURA TRUTH」 (２８分) 

上記番組をもとにして独自提案。日本の桜の知られざる姿について。 

▼「Reading Japan ２０２３ パイロット版」(１５分)     

２０２３年度にＮＥＰから移管される日本の名作朗読番組を、ポップな演出に刷新。 



【英語化ほか】 

▼「タイムラプス紀行」(20 分×3 本、1 分・2 分・3 分×各１０本) 

「８Ｋタイムラプス紀行」を再編集・英語化。 

▼「Broadcasters’ Eye」1.からくり人形師 2.丸裸温泉街 3.大輝、１５の春  

4.山あいの写真館 5.よだか診療所 (各５０分ほか) 

前期に続き、民放・CATV 制作の秀作・受賞作ドキュメンタリー番組を英語化。 

▼「栃木 CATV 特集」(英語化・３分×１０本) 

▼「島根 CATV 特集」(英語化・３分×３本、４分×１本) 

NHK ワールド「栃木」「島根」特集月間と連動し、地元 CATV 制作番組を英語化。 

▼「福井放送局ミニ番組英語化」(２分×３本) 

ＮＨＫ福井放送局制作のミニ番組を国際放送用コンテンツとして英語化。 

▼「ＦＡＣＥＳ」(２分×５本) 国際共同制作「いじめ撲滅国際キャンペーン」を英語化。 

▼「沖縄の自然・文化」(１５分汎用番組) jibtv 枠の独自番組から展開。 

▼「Touching Japan 日本の魅力３０選」(１分×３０本) NEWSLINE 内スポット 

 

○広報番組 

当期も NHK ワールド JAPAN の広報番組を全面的に受託して制作しました。 

 

 

 

 

 

 

 

〔国際業務推進〕 

 

国際業務推進室は、７月の組織改正で新設されました。ＮＨＫグループにおける 

国際発信・国際展開の中核企業としての当社のあり方や方向性の検討、計画の作成

を進めています。将来、当社がどのような役割を担えるのか関係者と協議を続けてい

ます。 

１１月にインド・ニューデリーで開催されたＡＢＵ・アジア太平洋放送連合の総会では、

ＮＨＫレセプションの運営を受託するなど、海外の放送機関との連携強化にも取り組

みました。 

 

 

番組名 本数 

Coming Programs (旧 Choice of the Day) 年間２３５本 

Program Guide(旧 Pick Up) 年間４１本 

特集３０秒 PR 年間１３４本 

ジャンル別 60 秒 PR 【新設】 年間５本 



独自事業 

 

〔企画事業〕 

 

コロナ禍後のインバウンド回復に向けて、国際的な広報戦略を展開する官公庁や

企業などから業務を獲得し、ｊｉｂｔｖ枠の独自番組で国際発信しました。また、２０２３年

のＧ７サミットや、２０２５年に開かれる大阪・関西万博を前に、自治体や関係団体に 

向け当社を広くアピールし、受注につなげました。 

〇企画営業   

当期は、アイヌ民族文化財団によるアイヌ文化の情報発信番組の制作業務、   

旭硝子財団による世界的な環境賞「ブループラネット賞」関連事業、日本芸術文化 

振興会の「日本博」関連事業などの継続案件を獲得しました。 

新規の公募案件にも積極的に取り組み、内閣府からは「沖縄県本土復帰５０周年

番組」の制作、内閣官房からは「拉致問題関連番組」の制作とアジア・アフリカ健康 

構想の動画等の広報資料作成業務を受注しました。また、日本貿易振興機構からは

サミットを前に開催される農相会合（宮崎）の会場で上映するための「Ｇ７会合向けの

映像制作業務」を獲得しました。この映像をもとに制作した広島版は２０２３年５月の

Ｇ７広島サミットのプレスセンターで上映されました。 

インバウンド需要が戻りつつある中、福井県、新潟県、静岡市、それに日本政府観

光局から訪日外国人向けの情報発信業務を受注しました。２０２５年開催の大阪・ 

関西万博に向けた営業活動にも力を入れ、パビリオン出展が決定している企業から

番組制作を受注しました。 

ビーエスフジ（ＢＳフジ）と連携し、新たな地平を切り拓く日本人に焦点を当てる  

番組「Trailblazers」の共同制作を開始して、ｊｉｂｔｖで英語版を、ＢＳフジで日本語版

を５月以降、毎月１回放送し、日本芸術文化振興会、徳島県鳴門市から協賛を獲得し

ました。 

キャラバンカーを使って静岡市、福井市、長野市、埼玉県深谷市で８Ｋプロモーショ

ンを実施しました。 

〇独自番組制作   

前期に続いてアイヌ民族文化財団の協賛を得て制作した大型シリーズでは、地域

ごとに特色のあるアイヌ文化に注目し、旭川（チセ建替えの儀式）・平取（舟の進水

式）・白糠（フンぺ-鯨-祭り）・千歳(鮭を捧げる儀式)・阿寒（まりも祭り）で、それぞれ

の文化を伝承しようとする人々の姿を描きました。この英語版シリーズを再編集し

て、日本語版を民放地上波でも放送しました。シリーズ３回目の白糠編（１月２０日放

送）は、ドイツ・ハンブルクのＷｏｒｌｄ Ｍｅｄｉａ Ｆｅｓｔｉｖａｌｓのドキュメンタリー部門で、



２０２３年４月、銀賞を受賞しました。 

日本の最新の話題をマガジン形式で紹介する番組「CATCH JAPAN」は４年目

を迎え、錦鯉サミット（協賛：新潟県）、ガストロノミーツーリズムをテーマにした国際大

会（協賛：日本政府観光局）などが、コロナ禍後に再開される動きを伝えました。また、

大阪・関西万博に向けて動き出したSDGsツアーや地産地消のメニュー開発の取り

組みをとりあげました。 

インターネットでの展開も進め、jibtvで放送したコンテンツを掲載するYouTube

チャンネルを立ち上げました。人気インフルエンサーであるKimono Momさんと  

コラボして、日本の食材の魅力と、海外でも作れるレシピを紹介する番組を制作し、

Kimono Momさんは放送に合わせてYouTubeとInstagramで関連動画を投稿

しました。 

 

○アジア等地域展開 

 日本の企業や官公庁などの情報をアジア各国の主要テレビ局などへニュース配信

する Catch Asia！Global Media Ｎｅｔｗｏｒｋは、当期も計１００本のニュース素材

映像を配信し、現地での放送やＳＮＳなどを通じ世界各地で視聴されましたが、事業

環境の変化のため当期で事業を終了しました。 

総務省の「映像コンテンツを活用した地域情報発信」実証事業に、埼玉県三芳町と

共同で提案した企画が採択され、「落ち葉堆肥農法」の世界農業遺産登録をめざす

三芳町の魅力を伝える動画を制作しました。この動画は Discovery（英国・フランス）

で１月に放送・配信されました。この事業は、これまで当社のアジア関連事業で受注実

績のあった「コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ）」が窓口となりました。 

 

〔次世代事業開発〕 

 

次世代事業開発室は、７月の組織改正で新設されました。１０月に当社ホームペー

ジのトップ面をリニューアルしました。１２月にシンガポールで開催されたコンテンツ 

見本市（Asia TV Forum & Market 2022）への参加で関係を構築したトルコや

南アフリカなど複数の事業者を対象に、当社の独自事業で制作したコンテンツの取り

扱いの可能性を調査しました。またｊｉｂｔｖで放送したコンテンツを掲載するＹｏｕＴｕｂｅ   

チャンネルの登録者数やコンテンツの視聴回数を増やしていくための取り組みや、 

当社の株主との関係も生かした新たなビジネスモデルの構築に向けて、検討を進め

ています。 

 

 

 



〔経営基盤整備〕 

 

○人事制度、組織改正、新型コロナ対応など        

 当期は、４月の本社移転に合わせ、新たな働き方に資する社員規程類を整備し、 

業務効率化に向けて居場所確認アプリ等デジタルツールやハンコ承認の電子化など

を導入しました。こうした取り組みが社員の定着やモチベーションの向上につながっ

ています。 

新卒やキャリア採用で多様な若手人財を採用して今後の国際展開や独自業務の

拡大に向け体制を強化しました。 

７月の組織改正では、メディアをとりまく事業環境の大きな変化に対応するため、

国際業務推進室と次世代事業開発室を新設し、従来４つあった事業グループを   

３グループに再編することなどで社内連携と責任体制の強化を図りました。情報シス

テム・セキュリティ部を設置して、情報セキュリティ対策を強化しました。 

新型コロナ対応では、職場でのクラスターなどが発生することなく業務を継続でき

ました。 

○情報システム・セキュリティ         

情報セキュリティ強化と利便性向上のため、４月に業務用スマートフォンの貸与、 

モバイルデバイス管理システムの導入、リモートアクセスツールの更改を行いました。

７月には認証システムを強化し、業務用ＰＣやスマートフォンのセキュリティリスク対策

を推進しました。情報セキュリティに関する社内ルールの周知と勉強会、訓練、ｅラー

ニングなどを通じ、人的なセキュリティ対策を進めました。 

○コンプライアンス         

  ハラスメント防止、個人情報保護、下請法の遵守をテーマにした勉強会も開催し、

コンプライアンス意識の向上に努めました。社内ポータルサイトのバナーも整備して、

通報窓口や緊急時の連絡ルートなど、関連する情報へのアクセスを容易にしました。 

  

2. 本社移転 

 

「Re-design JIB」をコンセプトに前期から準備してきた本社移転を実行し、 

４月２５日に新本社オフィス（渋谷区東 １－2－20 渋谷ファーストタワー８階）で  

業務を開始しました。 

移転により、３か所に分散していた本社機能をワンフロアに集約し、部門間のコミュ

ニケーションが飛躍的に高まりました。フリーアドレスを導入し、ＤＸによるリモート  

ワークや情報セキュリティへの対応を強化したほか、デジタルツールを活用した出社

率の可視化、会議の効率化、ハンコ承認の電子化等を行って業務効率を向上させま

した。７月には、緊急時７２時間の電力供給を可能とする工事を完了し、移転目的の



一つである堅固なＢＣＰを構築しました。 

移転にあたっては、若手社員による「10 年後のＪＩＢを考える Under40 プロジェク

ト」が中心となり、移転コンセプトやオフィスデザインの策定を担いました。 

９月にアンケート調査を実施して移転後の課題を洗い出し、フリーアドレスの運用

ルール見直しや各種備品の整備、モニター等機器類の利便性向上、ランチ部屋や  

オフィスグリーンの導入など、職場環境の改善施策を順次、実施しました。 

今後も、オフィス環境の改善に向けて、適切な施策を講じていきます。 

 

３． 設備投資の状況 

 

本社移転に伴うオフィスの内装工事では、フリーアドレスの導入と多様な働き方に

対応するため、様々な座席や豊富な打合せスペースを整備することで、業務効率と

生産性の向上を図りました。モバイルデバイス管理システムの導入で情報セキュリテ

ィ対策を強化しました。 

 

４． 資金調達の状況 

 

該当事項はありません。 

 

 

５． 事業譲渡の状況 

 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６． 財産および損益の状況の推移 

                                             （単位：千円） 

区分 
第１２期 

（２０２０年３月期） 

第１３期 

（２０２１年３月期） 

第１４期 

（２０２２年３月期） 

第１５期 

（２０２３年３月期） 

売上高 8,167,608 7,323,757 7,699,125 7,723,902 

経常利益 267,739 159,721 148,378 9,703 

当期純利益 163,556 117,697 106,035 △48,656 

1 株当たり当期純利益 20,968 円７３銭 15,089 円 36 銭 13,594 円 30 銭 △6,238 円 1 銭 

総資産 3,794,061 3,753,684 3,844,099 3,700,266 

純資産 2,348,616 2,468,452 2,583,380 2,448,813 

 

 

 

７． 主要な事業内容 

 

事業部門 業 務 内 容 

第 1 グループ 

ＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮ、ＮＨＫワールド・プレミアム、 

ラジオ国際放送の編成・送出、 

「NHK NEWSLINE」・「NEWSROOM TOKYO」・ 

インターネット配信動画の映像編集等 

第 2 グループ 

ＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮの受託番組制作、 

ＪＩＢ独自番組の制作、独自番組の営業、クライアント  

から受注する動画制作、 

Catch Asia! Ｇｌｏｂａｌ Media Network 事業 

第 3 グループ 

 

NHK 受託インターネットサービス、 

ＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮ・ラジオ国際放送の受信環境 

整備・プロモーション、ＮＨＫワールド・プレミアム配信 

事業、英語番組ＶＯＤ多言語化業務、衛星等国際基幹

回線の監視・運用業務 

 

 

 

 

 



８． 主要な事業所等 

 

<本社＞ 

東京都渋谷区東一丁目 ２ 番 ２０ 号 渋谷ファーストタワー 

 

＜メディアセンター 第１グループ＞  

       東京都渋谷区神南二丁目 2 番 1 号 NHK 放送センター 

 

９． 従業員の状況 

 

従業員数 前期末比増減数 

93 名 2 名増 

 

＜内訳＞ 

区分 再就職者 出向者 社員 契約社員 計 

男 13 16 27 1 57 

女 3 3 28 2 36 

計 16 19 55 3 93 

 

 

１０． 重要な親会社および子会社の状況 

 

 当社の親会社はＮＨＫであり、当社の発行済株式の５１．２８%を保有しています。  

当社はＮＨＫからの委託によるＮＨＫワールド JAPAN、ＮＨＫワールド・プレミアム、 

ラジオ国際放送の編成・送出、国際基幹回線の監視・運用、受信環境整備等の業務、 

ＮＨＫワールド ＪＡＰＡＮの番組制作、ニュース編集、プロモーション業務を行ってい

ます。 

 

11． 主な借入先 

 

該当事項はありません。 

 

 

 

 



Ⅱ． 会社の株式に関する事項 

 

１．発行可能株式総数 ９，６００株 

 

２．発行済株式の総数  ７，８００株 

 

３．株主数            １５名  

 

４．株主の状況 

                                    （2023 年3月 31 日現在）  

株 主 名 持株数 持株比率 

日本放送協会 4,000 株 51.28% 

株式会社 ＮＨＫグローバルメディアサービス 600 株 7.69% 

株式会社 ＮＨＫエンタープライズ 400 株 5.12% 

丸紅 株式会社 400 株 5.12% 

伊藤忠商事 株式会社 400 株 5.12% 

住友商事 株式会社 200 株 2.56% 

日本テレビ放送網 株式会社 200 株 2.56% 

株式会社 TBS ホールディングス 200 株 2.56% 

株式会社 フジ・メディア・ホールディングス 200 株 2.56% 

株式会社 テレビ朝日ホールディングス 200 株 2.56% 

日本マイクロソフト 株式会社 200 株 2.56% 

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ 株式会社 200 株 2.56% 

株式会社 みずほ銀行 200 株 2.56% 

株式会社 大和証券グループ本社 200 株 2.56% 

株式会社 共同テレビジョン 200 株 2.56% 



Ⅲ． 会社の役員に関する事項 

１． 取締役および監査役の氏名等 

                                  （2023 年 3 月 31 日現在）  

地位 氏 名 他の法人の代表または重要な兼職の状況 

代表取締役社長 髙尾 潤  

専務取締役 安井 健一  

取締役 沢田 博史  

取締役 薮並 整司  

取締役(非常勤) 田中 淳子 NHK 国際放送局長 

取締役(非常勤) 高橋 省吾 NHK グループ経営戦略局 専任部長 

取締役(非常勤) 大久保 嘉二 株式会社ＮＨＫグローバルメディアサービス 執行役員 国際事業センター長 

取締役(非常勤) 矢野 達史 株式会社ＮＨＫエンタープライズ 専務取締役 

取締役(非常勤) 浅野 哲也 伊藤忠商事株式会社 情報･通信部門 フロンティアビジネス部長 

取締役(非常勤) 清水 賢治 株式会社フジ・メディア・ホールディングス専務取締役 

取締役(非常勤) 渡辺  宣彦 日本マイクロソフト株式会社 執行役員 常務 エンタープライズ事業本部長 

取締役(非常勤) 黒木 崇之 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 ビジネスソリューション本部 

第四ビジネスソリューション部 第二グループ 担当部長 

監査役 前田 隆夫 公認会計士 

監査役(非常勤) 海野 正一 
 

監査役(非常勤) 坪倉 善彦 ＮＨＫ内部監査室監査部 専任部長 

※就任  

２０２２年６月２９日付で、新たに沢田博史、薮並整司、田中淳子、大久保嘉二、矢野

達史、浅野哲也が取締役に、坪倉善彦が監査役に、それぞれ就任しました。 

２０２３年２月８日付で、新たに渡辺宣彦が取締役に就任しました。 

 

※退任 

２０２２年６月２９日付で、赤松卓哉が常務取締役を、馬場弘道、高井孝彰、那須弘之、

菅康弘、石田亘が取締役を、新橋靖典が監査役を、それぞれ退任しました。 

２０２３年１月２７日付で、石本尚史が取締役を退任しました。 

 

 

 



２． 当社の役員報酬等の額 

  

役員区分 
報酬の総額 報酬等の種類別の総額 対象となる 

役員数（人） （千円） 定額部分 変動部分 

取締役 55,563 47,106 8,457 6 

監査役 11,400 11,400   2 

※非常勤取締役、非常勤監査役 1 名に対しては、報酬を支払っておりません。 

※対象となる役員数には 2022 年 6 月 29 日付で退任した取締役 2 人が含まれて

います。 

 

 

Ⅳ． 内部統制システム（業務の適正を確保するための体制） 

 

1. 業務の適正を確保するための体制の方針およびその運用状況について 

 

当社は NHK グループの一員として、法令・定款に適合し、適正かつ効率的な業務

遂行を通じて企業価値の向上を図り健全な企業統治を継続するため、取締役会で 

内部統制システム（業務の適正を確保するための体制）に係る基本方針を決議して

おり、その運用状況を確認のうえ、継続的な改善と強化に努めています。基本方針の

要旨と当期の運用状況の概要は以下のとおりです。  

 

（１） 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制  

【基本方針】  

① 取締役および使用人の行動規範として「ＪＩＢ倫理・行動指針」を定め、その  

遵守を図る。  

② リスクの未然防止と早期解決を図るため「コンプライアンス規程」「通報制度規

程」「通報窓口」を設け、周知している。  

③ 取締役会の監督機能を有効に発揮するため取締役間の意思疎通を図り、  

職務執行を相互に監視することで法令・定款違反行為を未然に防止する。 

④ 監査役と内部監査室の監査により取締役および使用人の業務執行における 

法令・定款等の遵守状況をモニタリングし評価する。  

⑤ コンプライアンス研修・勉強会の実施、また個人面談の機会を活用した指導・

助言を行う等、全社のコンプライアンス意識向上に努める。  

 



【運用状況】  

① 全役員・社員向けの「ＪＩＢ倫理・行動指針」を社内ポータルサイトに掲載し、  

周知徹底を図っています。  

② リスクマネジメント委員会を当期は全社的な勉強会を含めて１０回開催し、リス

クの未然防止に向けた啓蒙活動を行いました。内部通報制度は、従業員が 

各種通報ルートを常に確認できるよう社内ポータルサイトのトップページ  

「コンプライアンス」のバナーに連絡先の窓口を掲載しています。  

③ 取締役会は６回（書面での決議を別に１回）開催し、社外取締役をはじめ全取

締役に対し適時内部統制に関する報告を行っています。常勤役員および経営

幹部による経営会議を原則週１回開催しており、コンプライアンス関連情報を

共有しています。  

④ 監査役は、取締役会および経営会議等の重要会議に出席し適宜意見を表明 

しています。  

⑤ コンプライアンス意識向上のため、コンプライアンス推進強化月間を設定して

います。当期は９月から１１月にかけて設定し、期間中コンプライアンス勉強会

等を集中的に実施し全役員・社員へコンプライアンス意識の浸透・徹底を図っ

ています。  

 

（２） 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制  

【基本方針】  

① 「文書管理規程」により情報管理と保存ルールを明文化し取扱いに万全を期す。  

② 「株主総会」「取締役会」「経営会議」の議事録は、適切かつ確実に企画部が 

保存・保管する。  

 

【運用状況】  

① 意思決定過程を適切に検証できるように株主総会、取締役会等の議事録を 

速やかに作成し、適切に保管しています。  

② 業務遂行に関する情報は、所管部署の責任者が内容の重要度に応じて取扱

いを決定し、厳重に管理しています。また、会社を標的としたサイバー攻撃等

の対応として、新設した情報システム・セキュリティ部が中心となり、標的型攻

撃メールの訓練実施や、全役員・社員への教育を継続的に行っています。  

 

(3) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制  

【基本方針】  

① 組織、業務分掌、権限等に関する規程により、取締役や各部所管業務の権限

を明確にし、経営に関する意思決定と職務執行を効率的かつ適正に行う。  



② 重要な意思決定にあたっては、経営会議等で検討し、適正性を保証する。  

③ 中期経営計画および年度事業計画を策定し、事業ごとの目標値を設定して 

遂行する。業績を適宜把握し進捗状況を検証する。  

 

【運用状況】  

① 効率的な経営目標達成のため業務分掌と権限を明確に定め、その業務遂行

については経営会議等で随時報告がなされています。  

② 経営会議を原則週１回開催し、個別事業の提案をはじめ重要な案件が付議さ

れており、適切に決定・実行しています。  

③ ２０２１年度から２０２３年度の中期経営計画（日本国際放送３か年経営計画）を

踏まえ、当期の事業計画を策定しており、取締役会および経営会議で四半期

報告を行っています。ＮＨＫグループ改革への対応も含め事業計画の達成に

つなげていきます。  

 

（４） 損失の危険の管理に関する規程その他の体制  

【基本方針】  

① 「リスクマネジメント規程」等の危機管理関連規程を整備し、当社事業のリスク

を特定しリスクの低減および危機の未然防止に努める。  

② 社長をリスク管理統括責任者とするリスクマネジメント委員会を設置し、   

企画部を中心に全社的管理体制を構築する。  

③ 日常から予防的管理の周知徹底を行い、勉強会等で全社的意識向上を図る。  

 

【運用状況】  

① ＮＨＫグループ共通の「関連団体リスク点検チェックシート」を活用して      

当社のリスクを特定するとともに対応状況を点検し、取締役会と経営会議で 

報告しています。  

② リスクマネジメント委員会は全社的な勉強会を含め当期は１０回開催し、コンプ

ライアンス推進に関わる事項の審議や協議および決定、または予防的観点で

の指示等を行いました。個別事業に伴うリスク管理は稟議規程に基づき、企画

部および経営管理室が管理部門としての検討を加え、決裁者の承認を得てい

ます。  

③ ９月から１１月のコンプライアンス推進強化月間では、ハラスメント防止、情報セ

キュリティ、個人情報保護、下請法遵守という特に注意を要するリスクについ

て外部講師を招く等、実務に即した勉強会を行いました。個別案件のリスク 

管理は専門家の法務アドバイスを受けて実施しています。  

 



(5) NHK グループにおける業務の適正を確保するための体制  

【基本方針】  

① 当社の親会社であるＮＨＫは「関連団体運営基準」を制定している。この基準

は子会社の事業が適切に行われることを目的に、関連団体の事業運営および

これに対するＮＨＫの指導・監督等に関する基本的事項を定めている。  

② ＮＨＫ内部監査室による調査、ＮＨＫグループ経営戦略局の委嘱による    

監査法人調査が行われ、必要な指導・監督が行われる。  

③ ＮＨＫと当社は各種連絡会を定期的に開催し、ＮＨＫグループの一員としての

当社の業務運営の適正性を確保する。  

 

【運用状況】  

① 当社の経営はＮＨＫ「関連団体運営基準」を遵守して行われており、関連団体

業務を所管するＮＨＫグループ経営戦略局および国際放送を所管するＮＨＫ

国際放送局と緊密な連携をとっています。 ＮＨＫグループ経営戦略局および

ＮＨＫ国際放送局から選任された当社非常勤取締役は、取締役会等で適切な

指導・監督を行っています。  

② Ｎ Ｈ Ｋ 内 部 監 査 室 の 調 査 お よ び Ｎ Ｈ Ｋ グ ル ー プ 経 営 戦 略 局 委 嘱 の        

監査法人調査結果を踏まえ、当社は必要な改善を速やかに行い、ＮＨＫ関連

部局と連携したグループガバナンスの向上に努めています。  

③ 当社は、ＮＨＫと行われる定例会議や連絡会等を通じＮＨＫと情報共有し、  

グループガバナンスの向上を図っています。  

 

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該 

使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する体制  

【基本方針】  

① 監査役の職務を補助する部署は企画部とする。 

② 監査役より監査業務に必要な命令を受けた企画部員は、その命令に関して 

取締役および企画部長の指揮命令を受けない。  

 

【運用状況】  

① 監査役は、取締役会、経営会議等の重要会議に出席して意見を述べるほか、

監査法人、社長はじめ常勤取締役、従業員等の関係者と意思疎通を図り、 

会社経営の実態把握に努めています。企画部の社員は、監査役の要請に   

基づき適切に対応し、補助業務を遂行しています。  

② 監査役の要請による補助業務につき、企画部員は取締役および企画部長の 

指揮命令を受けていません。  



(7) 取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への 

報告に関する体制および監査役の監査が実効的に行われることを確保するため

の体制  

【基本方針】  

① 取締役および使用人は、重大な法令・定款違反および不正行為の事実、また

は会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知ったときには、速やかに  

監査役に報告する。  

② 監査役は、重要な会議への出席、重要な文書の閲覧、関係者との意思疎通 

など監査役が必要とする措置を保証される。 

  

【運用状況】  

① 監査役は、社長と原則週１回、意見交換を行っており、必要に応じて常勤取締

役も出席して当社経営の重要事項に関する情報を共有しています。  

② 監査役監査に必要な環境は整備されており、監査役は、監査法人および当社

内部監査室、企画部をはじめとする関係者との密接な連携により、実効的な 

監査を行っています。  

 

２． 業務の適正を確保するための体制の評価について  

 

（内部統制の評価）  

当社の全社的な内部統制について、「統制環境」「リスクの評価と対応」「統制活動」

「情報と伝達」「モニタリング」「ＩＴへの対応」という６つの観点から、整備状況および 

運用状況の有効性評価を行いました。さらに当社業務における重要リスクを抽出した

業務プロセスについて、必要な対応とその実施状況につき評価を行いました。  

評価の結果、当期末時点における当社の内部統制は、概ね有効であると判断いた

しました。 

 

 

 

 


